


































こうして、エネルギ】の浪費を効果的に発見し、排

除することができるのである。

ＢＴには、エネルギ】コストを最小限に抑える大き

なインセンティブがある。というのも、ＢＴの電力消

費量は英国有数で、商業・産業エネルギ】市場の

1．8％を占めているからだ。同社のエネ）レギ一便用の

内訳を見ると、65％がＢＴのネットワ‘ク運営に要

するエネルギ】、14％め弔Ｔの事務所で使用される電

力、21％が事業所で使用されるガスおよび石油とな

っている。ＢＴは最大限のエネルギ‘節減を目指し、

設備購入を検討する際にはその生涯コストを考慮に

入れている。それが、よりエ⇒°レギー効率の高い設

備を購入する誘因となる。さらに、電気・電子機器

の仕入先向けに包括的購買基準も作成している。こ

れは、仕入先に対し、ＢＴに納入する種類の製品に

ついての情報を提供し、またその製品使用時のエネ

ルギー消費量をはじめ、環境面での特性についても

詳細を明らかにすることを求めるものだ。ＢＴは契約

管理基準を通じて、仕入先の改善を承認したり監視

したりする。こうすることによって、サプライチェ】

ンの末端に至るまで、効率性の改善を促しているの

である。

ＢＴはまた、自社施設での冷房に伴う温室効果ガ

ス排出を削減する努力も行っている。当初は全冷房

設備について、タロロフルオロカーボン（フロンガ

ス）や代替フロンの使用を中止し、代わりにハイド

ロフルオロカーボンを用いる取り組みを進めていた。

しかしその後、こうした影響力の強いガスの排出を

防ぐさらに効果的な方法が見つかった。冷媒の必要

性自体をなくすことである。ＢＴは仕入先2社と協

力し、標準となる熱交換器の開発を進めている。こ

の熱交換器は主に外気冷房を用いるため、費用とエ

ネルギーを大幅に節減することができるのだ。

輸送対策

ＢＴは長年にわたって輸送効率の改善に専心して

きたが、近年は特に、業務用車両の数を減らすこと

を目的とした、画期的な方策を多数展開している。

例を挙げると、車両経路決定の効率を高める生産性

目標、草を使う頻度の低い従業員向けのサービスを

提供するカープ】ル、あまり多くの機材を必要とし

ない仕事先へ公共交通機関や徒歩で移動する「ウオ

】キング・エンジニア（歩くエンジニア）」などだ。

1旺下企業の取り組み事例

こうした方策を実施した結果、2004年には業務用車

両数の4％削減に成功し、燃料の消費量も同じだけ

減少した。2005年に向け、業務用車両の数をさらに

2000台減らすという目標を立てている。

社用車については、効率性向上を目指すＢＴの取

り組みが、英国政府の新しい税制によって後押しさ

れる形となっている。排出量の少ない自動車を選択

する従業月に対し、より有利な税率を提供する制度

である。こうした税制上の利点に加え、ＢＴは独自

の方策として、草を持たないことを選択する従業員

に対し、奨励金として400ポンドを支給している。社

用車に関するこうした新たな方針を導入した2001年

4月以来、社用車の数は25％（約4000台）減少し

た。これに伴い、社用車および私有車（商用での使

用）の合計走行距離は1900万ｋｍ以上減少した。

またＢＴは、温室効果ガスの排出量削減という冒

棟が、同社にとってビジネスチャンスとなりうる、

ととらえている。労働形態がますます柔軟化し、音

声会議やビデオ会議の利用が増えているため、日々

の通勤や会議のための出張が減少傾向にあるからだ。

ＢＴも独自の在宅勤務プログラムを継続しており、

これによって多くの従業員の移動が減っただけでな

く、古くなった効率性の低いオフィスを何カ所か閉

鎖することもできた。

再生可能エネルギーの購入と生産

ＢＴは、輸送効率やエネルギー効率改善の取り組

みに加え、再生可能エネルギーの大口購入の面でも、

先駆的な役割を果たしている。2004年10月、ＢＴは

エヌパワ】社およびブリティッシュ・ガス社と3年契

約を締結し、ＢＴの電力需要のほぼすべてを、風力、

太陽光、波力、水力による発電と熟電併給によって

調達することとなった。再生可能エネルギーには英

国の気候変動税が課されないため、こうした電力の

購入によるコスト面での影響はほとんどない。

しかしＢＴは、長期的に見た場合、再生可能エネ

ルギーの供給量が不足して自社の二酸化炭素削減目

標を達成できないのではないか、という懸念を抱い

ている。そこでこの問題を踏まえ、産業界の大口利

用者向けの再生可能エネ）レギー供給量を増やすた

め、ＮＧＯフォ】ラム・フォ】・ザ・フユーチヤ】

（ＦｏｒｕｍｆｏｒｔｈｅＦｕｔｕｒｅ）に委託して、英国政府は

どのような政策を取るべきか、という内容の報告書
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インター⊥フェイス
製造業

1973年、インターフェイス社の創業者であるレ

イ・アンダーソン現会長は、米国で初めて、形も大

きさも自在にアレンジできるタイルカーペットを作り

出し、業務用床材業界に大きな変革をもたらした。

現在、同社はタイルカーペットのデザイン、生産、

販売で世界のトップにあり、広幅カーペットと業務

用繊維の大手メーカーでもある。

インターフェイスでは、常に経営陣が気候変動対

策を支えてきた。現に、1994年に同社の環境指令を

策定したのはアンダーソン自身であり、それによっ

てアンダーソンは、自社に新たなビジョンを示した。

それは、「2020年までに、人、工程、製品、場所、

利益などのあらゆる局面において、持続可能性とは

何であるかを行動によって産業界全体に示す最初の

企業になり、そうする中で、復元力のある企業にな

る」というビジョンである。

工ネルギ」効率

1994年以来、インターフェイスは、エネルギー使

用量を絶対最小値に削減する努力を続けてきた。

1996年以降、製造工場全体でエネルギー効率改善

策が実施されてきており、その結果、2005年までに、

製造されたカーペット1平方メートル当たりのエネ

ルギー使用量を36％削減した。

特に、2002年にオランダのシェルペンジールにあ

る同社の施設に導入された「エナジー・ミラー」と

いうプロジェクトは、この施設のエネルギー消費量

を1日24時間追跡記録し、最新のデータを提供して

いる。このプロジェクトの導入によって、従業員の

間に、省エネとコスト節減の機会に対する認識が高

まり、過剰な換気が排除され、電子事務機器の「ス

タンバイ」校能の必要性が明らかになった。

ノースカロライナ州エルキンにある別の施設では、

高効率のＨＶＡＣ（冷暖房空調設備）システムへと改

修が行われた。このシステムによって削減されたエ

ネルギー消費量は、1カ月当たり30万7000キロワッ

ト時に上ると推定され、これは、地元の電力会社が

石炭を毎月40トン燃焼させて発電するエネルギー量

に相当する。

インターフェイス・ヨーロッパのサステナビリティ

担当責任者であるブレイク・パワー氏は、「エネルギ

ー効率は、どの組織にとっても必ず取り組まなけれ

ばならない問題ですし、それほど難しいことではな

いと思います。わが社のエネルギー効率プロジェク

トは、事業のあらゆる部分を引き込むことに大きく

成功しています」と語っている。

インターフェイスは、10年間にわたって省エネル

ギーを追求し続け、見事にエネルギー消費の削減を

実現した。だが社内では、削減の余地がまだあると

考えられている。例えば、イギリスのシェルフ・ミ

ルズにあるインターフェイス・ヨーロッパ本社は、

地元ヨークシャーの炭素クラブに加盟し、エネルギ

ー使用量の測定によってさらなる省エネの可能性を

見つけようとしている。

経営システム

持続可能な発展という方針を明確に表明したこと

によって、インターフェイスは自社に大きな変革を

もたらした。また、環境に対する復元力のある企業

になるという究極の目的を達成しようとする同社の

取り組みは、重点的に力を注ぐ7つの戦略方針（フ

ロント）の策定につながった。そのうち、「排出の削

減（フロント2）」と「再生可能エネルギーの利用

（フロント3）」という2項目は、気候変動の軽減に

直接関係しているし、「廃棄物の撤廃（フロント1）」

という項目もある程度は関係している。

これらの目的を達成するための国際的な取り組み

の中心となっているのが、同社の世界持続可能性委

員会（ＧｌｏｂａｌＳｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ｃｏｕｎｃｉｌ）で、委員長

は、同社の上級副社長兼インターフェイス・リサー

チ社社長のマイク・ベルトルッチ氏が務めている。

7つのフロントのそれぞれに、その方針に関する仕

事の責任者となる委員長と支援チームが置かれてお

り、事業レベルでは、特定の社員が戦略的な持続可

能性プログラムの主導を担当している。だが、持続

可能性の理念そのものは、あらゆるレベルで事業に
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組み込まれており、すべての企業活動の背景となっ

ている。

排出量の相殺

排出量の相殺に関するインターフェイスの考え方

は明解で、「排出量を最小限に削減して初めて相殺

を考えるべきだ」というものだ。インターフェイス社

としては、はるか先の製品使用時に至るまでの最大

範囲を自社の排出と認識しているという。そこで、

同社は「クール・カーペット」というサービスを開

発した。このプログラムによって、消費者は「二酸

化炭素を実質的に排出しない」製品を買うことがで

き、その製品を購入することで、製品寿命を通して

排出される二酸化炭素の総量を相殺できる。原材料、

製造、輸送、製品使用にかかわる排出量を測定し、

インターフェイスが、気候中立ネットワーク

（Ｃｌｉｍａｔｅ ＮｅｕｔｒａｌＮｅｔｗｏｒｋ）やクライメイトケア

（Ｃｌｉｍｔａ Ｃａｒｅ）などの団体と提携して、それと同量

の二酸化炭素の大気放出を防ぐプロジェクトに投資

するものだ。これまでに、1500万平方ヤード以上の

クール・カーペットが販売され、それらの製品寿命

を通して世界中で排出される二酸化炭素の量と均衡

を保つために、25万トン以上のクレジットが購入さ

れた。

ブレイク・パワー氏はこう語っている。「製品とい

う観点から見て、私たちはクール・カーペットをた

いへん誇りに思います。クール・カーペットによっ

て、私たちが気候変動やその周辺問題について、顧

客と積極的に議論できるようになったことは、とて

も重要です」

インターフェイスは、容易には回避できない事業

関連活動の排出との均衡を保つためにも、排出量相

殺を利用している。例えば、1997年以降、同社の

「ツリーズ・フォー・トラベル」プログラムは、事業

関連の飛行機利用による排出量をすべて相殺してい

る。北米および中米のさまざまな場所で同社の出資

によって植林された木は6万2000本を超え、相殺さ

れた二酸化炭素は2万4000トン以上に上る。

「クール・フユール」は、インターフェイスが社用

車の消費燃料にかかわる排出を相殺するための枠組

みだ。2002年以降、同社は、燃料購入に対して供

給業者から割戻しを受け、それを認証済みの排出削

減プロジェクトに投資している。インターフェイス

旺■ｌ企業の取り組み事例

の関連会社がこれまでにクール・フエール・カードで

購入した燃料は40万6000ガロンを超え、これによっ

て、4600トン以上の二酸化炭素が相殺されたことに

なる。

「クール・コミュート」は、米国で行われている

従業月対象のプログラムで、まもなく欧州にも導入

される予定だ。従業員が任意で参加し、職場への通

勤に関連する二酸化炭素を相殺するための仕組みで

ある。インターフェイスがその費用の半分を負担し、

従業月が年間約12ドルを支払って、通勤距離の年間

平均に相当する二酸化炭素排出を相殺する。2002

年以降、同社はこのプログラムによって3400本以上

の植林を行っている。

再生可能エネルギー

再生可能エネルギーに全力を挙げて取り組むイン

ターフェイスの姿勢は、極めて明確だ。同社の消費

エネルギーの11％が再生可能エネルギー源から生成

されたものである。世界各地にある施設のうち4カ

所では、使用する電力の100％が、太陽光・風力・

バイオマス発電のプロジェクトによる、認証済みの

グリーン電力証書で賄われている。また、使用電力

のうち、ある一定の割合を自ら発電する再生可能電

力で賄っている施設もある。カリフォルニア州シテ

ィ・オブ・インダストリーにある、ソーラーパネルを備

えたベントレー・プリンス・ストリートの施設や、ジ

ョージア州トゥループ郡にあるインターフェイス・フ

ロアリング・システムの施設、オランダのシェルペ

ンジールにある施設などだ。インターフェイスは現

在、再生可能エネルギーの利用をさらに増やすため、

その供給源として再生可能な熱エネルギーの潜在性

を調査している。

インターフェイスが前進するうえで問題となって

いるのは、再生可能エネルギーを購入できる市場が

ますます逼迫している点だ。再生可能エネルギーの

調達や生産における経験が豊かになる一方で、環境

にやさしいエネルギーの入手を阻む障壁が高くなっ

ている。パワー氏が言うように、「6年前、企業は

再生可能エネルギーの購入にまったく苦労はしませ

んでしたが、今ではずっと難しくなってきています。

再生可能エネルギーへの転換はもっと容易であるべ

きだし、奨励されるべきものなのに、制度上の障壁

があまりにも多くなっています。エネルギーの可用



度の構造を今よりもずっと明瞭にし、価格決定の透

明性をもっと高める必要があります」。

こういった難題に対抗し、インターフェイスは世

界資源研究所（ＷＲＩ）のグリーン電力市場開発グ

ループのメンバーとなっている。このグループは、米

国内だけでなく欧州でも気候グループと共同して取

り組みを行う組織で、グリーン電力市場の開拓に専

心し、2010年までに、コスト競争力のある新たなグ

リーン電力の企業向け市場（1000メガワット規模）

を発展させることを究極の目的としている。共同で

取り組むことによって、グリーン電力の調達がより

容易で効果的なものになることが期待される。

廃棄物管理

インターフェイスの2020年ビジョンを達成するた

めの7つのフロントのうち、最初に掲げられている

のが「廃棄物の撤廃」だ。1995年、インターフェイ

スは、確実にすべての工程で廃棄物削減が考慮され

るようにするため、ＱＵＥＳＴ（Ｑｕａｌｉｔｙ Ｕｔｉｌｉｓｉｎｇ

ＥｍｐｌｏｙｅｅＳｕｇｇｅｓｔｉｏｎｓａｎｄＴｅａｍｗｏｒｋ［従業員の

提案とチームワークを活用する資質］）という世界的

な取り組みを始めた。ＱＵＥＳＴは、「考えられる廃棄

物の流れをすべて特定する」「その廃棄物をなくす方

法を開発する」「そして節減効果を測定する」とい

う3つの原則に従っている。

この廃棄物削減は、サプライチェーン全体を考慮

するため、同社に来る以前の生産工程にまでさかの

ぼって適用される。インターフェイスは、すべての

供給業者に対して包装を最小限に抑えることを求め

ており、さらに可能ならば、現場リサイクルのため、

顧客から包装物を回収する。廃棄物をなくせない場

合は、既存の社内工程の中で他の利用法を探すか、

または、リサイクルして他の組織で再利用される方

法を見つけるようにする。1996年以降、廃棄物をな

くす活動によって削減したコストは合計2億9900万

ドルに上り、埋立廃棄物の量は65％削減された。

今後の優先課題

2020年ビジョンは今も、インターフェイスの究極

の長期目標だ。特に気候変動に関して、同社が目指

しているのは、エネルギー使用量をそれ以上削減で

きない最小限度まで減らし、その最小量のエネルギ

ーは再生可能エネルギーに転換することであり、さ

らに、わずかでも残ったエネルギー使用については、

それによる排出を相殺することを目標にしている。

だが、パワー氏が説明するように、そこに至るまで

にはまだ課題が残っている。「先頭を切っていこうと

すると必ず、十分な情報入手という点で苦労します。

私たちはすぐれた情報に基づいて判断を下さなけれ

ばならないときがありますが、すぐれた情報はそれほ

ど多くはありません。また、ときには、多くの矛盾

する情報を扱わなければならないこともあります。

ある種の情報に対しては、どの程度の注意を払うの

か、それが、社会の見識や、将来、次第に入手しや

すくなる情報によってどのように変わるのかを慎重

に考慮する必要があります」

「エネルギー効率は、どの組織にとっても必ず取 り組まなければな らない問題であ り、それほど

難 しいことではない。わが社のエネルギー効率 プロジェク トは、事業のあらゆる部分を引 き込

むことに大きく成功 している」

■インターフェイス・ヨーロッパ、サステナビリティ担当責任者
ブ レイク ・パ ワ ー
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雲脚憾雷開監

スイス・リー
保険

スイス・リーは、世界30カ国に祁以上の拠点を持つ

世界第2位の再保険会社である。再保険のほかにも、

不動産損保、生命保険、金融サービスの主要3事業部

門を通じて、さまざまな金融・保険商品をフォーチュ

ン2∝Ｘ）企業の多くに提供している。気候変動問題に集

中して取り組むために社内に設けられた専門家グルー

プである、温室効果ガス（ＧＨＧ）リスク対策担当部門

の責任者であるクリス・ウオーカー氏は、「気候変動は、

主要事業分野すべてにかかわる問題です。当社にとっ

ては、気候変動は科学の問題だけではありません。金

融の問題でもあるのです」と述べている。

気候変動を事業に取り入れる

スイス・リーが気候変動リスクに関する報告書を最

初に発行したのは、10年ほど前のことだ。ウオーカー

氏によれば、金融部門の反応は懐疑的だった。「社内

からも社外からも、なぜ保険会社がわざわざこのような

閉篭を気にするのかと聞かれました。金融業界は伝統

的に、非常に短期的な世界です。しかし、再保険会社

としては、より大きな視点を持たなければなりません。

顧客企業との関係が長期的だからです。当社は、気候

変動が長期的な事業の健全性にかかわる重大な問題と

なると気づいたのです」

2（Ｘ沿年に、6カ月かけてグループ全体の事業化調査

を行った後、ＧＨＧリスク対策部が設置された。目的は、

世界の気候変動問題にかかわる、リスクの緩和と管理、

対奉の立案、収益機会の促進である。ウオーカー氏は、

「社内に刺激を与え、新規ビジネスを開発するための部

署という位置づけです。私たちは主要3事業部門と密

接に連携して、彼らが業務におけるリスクと機会を認

識できるように手を貸します。このようにして、気候変

動に対する認識が全社に広まったのです」と述べてい

る。

リスク管理

気候変動の影響によって、スイス・リーは重大な直

接的影響を受ける。例えば、洪水の頻度増加や、疾病

匹ｉ　企業の取り組み事例

媒介生物の変化は、損害保険と生命保険のリスク因子

をそれぞれ変える可能性がある。スイス・リーでは、自

然災害の頻度と規模の増大に戦略的に対応し、一連の

モデルや、シナリオ手法、評価手法を用いて気候変動

に関連するリスクを評価している。

影響を受ける可能性があるとスイス・リーが認識す

る具体的な保険商品は、取締役や重役などの従業月に

対する損害賂償請求を補償する、会社役員賠償責任保

険である。企業が排出削減問題や気候変動の影響によ

って経済的損失を被れｌ£取締役や役員に対する訴訟

が起きる可能性があるからだ。このため、スイス・リー

は、会社役員賠償責任保険の保険継続依頼通知書に、

気候変動に関する質問事項を加えた。最終的には、質

問に対する回答は補償水準や保険料に織り込まれるた

め、顧客企業に対して啓発的な役割を果たすとともに、

顧客企業内での積極的な変化へのインセンティブとな

り、スイス・リーのリスク軽減にもつながるだろう。

商品開発機会

ＧＨＧリスク対策部は、同社のさまざまな事業分野に

おいて先行者利益を確保しようとしている。例えば現

在は、欧州におけるエネルギー効率・再生可能エネル

ギー投資ファンド（2億鍬）万ドル）の組成を企画中

である。スイス・リーは他企業にとって、アセットマ

ネージャーと投資企業のパイプ役を担うことになるだろ

う。ウオーカー氏は、「保険業界では従来、こうしたエ

ネルギー効率関連ベンチャー企業を投資対象として見

ていませんでしたが、このファンドによって状況が変わ

ることを期待しています」と語っている。

ＧＨＧリスク対策部は、排出量取引を促進する保険商

品も開発中である。スイス・リーが金融仲介機関とな

って買い手と売り手の間に立ち、売り手の債務不履行

の際に、買い手に対して現金支払いを保証するのだ。

その他の革新的事業には、再生可能エネルギープロジ

ェクトに対する付保がある。同社は最近初めて、ウェ

ールズ沖のウインドファームの保険を引き受けた。洋上

のウインドファームが増え、より大規模で高コストとな



るにつれて、リスクにさらされる金額も大きくなるため、

保険商品への需要拡大が予想される。

社内の排出量

スイス・リーは社内の排出量削減プログラムで業務

を補完している。同社はＸ泊3年10月に、その先10年間

で実質的に温室効果ガスの排出をゼロとする計画を発

表した。計画達成を促すために、1労9年から2㈱1年の

間に達成された10％削減に加えて、さらに15％の排出

量削減を目標に設定した。残る防％の排出量を相殺す

るために、世界銀行コミュニティー開発炭素基金への

10年間の投資を開始した。同社は2013年に再評価を行

って、相殺分に対する実際の排出量を算出し、不足が

あれば市場から補填する予定である。

意識改革

気候変動をめぐる問題についての認識を広めること

は、スイス・リーの戦略の骨子である。同社は、気候

変動を阻止するための強固な公共政策を求めるロビー

活動に積極的に参加している。カーボン・ディスクロ

ージャー・プロジェクト（ＣＤＰ）に参加するほか、国

際排出量取引協会（ＩＥＴＡ）、国連環境計画・金融イ

ニシアティブ（ＵＮＥＰＦＩ）の気候変動作業部会のメン

バーでもある。国連環境計画・保険械関イニシアティ

ブの発足においても主導的な役割を果たした。ウオー

カー氏は次のように述べている。「長期的なリスクを認

識することは当社の業務の本質であり、こうしたリス

クの存在を強く訴えていくことは、再保険会社として

の責務だと考えています。問題について何年も語り続

けていれば、関心や意識を高めることができます。気

候変動についてもそれができれば、顧客にとっても、当

社にとっても良い結果を生むでしょう」

「世界 は、 リス クが よ り集 中 し、複 雑化 する 時代 に入 って きて い る。 だ か ら こそ 、当 社 は準 備 と

適 応 、 リス ク緩 和 によ って リス クを 軽減 す る政 策 を 強 く求 めて い る 。そ の 方 が、将 来 災 害 が起

こ って か ら損害 を補 償 す るよ りも 安 くな るか らだ 」

書スイス・リー最高リスク責任者
ブ ル ーノ ・ポ ー ロ

スイス・リー■旺】


